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新旧対照表 

〇水道工事標準仕様書 

新 旧 

Ⅰ 共 通 編 

 

１．総   則 

１．１ 一般事項 

 

１．１．１・１．１．２（略） 

 

１．１．３ 用語の定義 

１～38（略） 

39. ＪＩＳ規格とは、日本産業規格をいう。また、設計図書のＪＩＳ製品記号は、ＪＩＳの国際単位系

（ＳＩ）移行（以下「新ＪＩＳ」という。）に伴い、すべて新ＪＩＳの製品記号としているが、旧ＪＩ

Ｓに対応した材料を使用する場合は、旧ＪＩＳ製品記号に読み替えることができる。 

40・41（略） 

 

１．１．４ 法令等の遵守 

１．（略） 

 

（１）建設業法                      （令和 4年 6 月改正 法律第 68 号） 

（２）道路法                        （令和 5年 5 月改正 法律第 34 号） 

（３）河川法                       （令和 5 年 5 月改正 法律第 34 号） 

（４）建築基準法                      （令和 5年 6 月改正 法律第 63 号） 

（５）電気事業法                       （令和 5年 6 月改正 法律第 44 号） 

（６）電波法                        （令和 5年 6 月改正 法律第 40 号） 

（７）測量法                        （令和 4年 6 月改正 法律第 68 号） 

（８）砂防法                         （令和 4年 6 月改正 法律第 68 号） 

（９）地すべり等防止法                      （令和 5年 5 月改正 法律第 34 号） 

（10）砂利採取法                        （令和 5年 6 月改正 法律第 63 号） 

（11）下水道法                           （令和 4年 6 月改正 法律第 68 号） 

（12）軌道法                              （令和 2年 6 月改正 法律第 41 号） 

（13）航空法                              （令和 5年 6 月改正 法律第 63 号） 

（14）水道法                             （令和 5年 5 月改正 法律第 36 号） 

（15）環境基本法                               （令和 3年 5 月改正 法律第 36 号） 

（16）水質汚濁防止法                        （令和 4年 6 月改正 法律第 68 号） 

（17）湖沼水質保全特別措置法                   （令和 4年 6 月改正 法律第 68 号） 

Ⅰ 共 通 編 

 

１．総   則 

１．１ 一般事項 

 

１．１．１・１．１．２（略） 

 

１．１．３ 用語の定義 

１～38（略） 

39. ＪＩＳ規格とは、日本工業規格をいう。また、設計図書のＪＩＳ製品記号は、ＪＩＳの国際単位系

（ＳＩ）移行（以下「新ＪＩＳ」という。）に伴い、すべて新ＪＩＳの製品記号としているが、旧ＪＩ

Ｓに対応した材料を使用する場合は、旧ＪＩＳ製品記号に読み替えることができる。 

40・41（略） 

 

１．１．４ 法令等の遵守 

１．（略） 

 

（１）建設業法                      （令和 3年 5 月改正 法律第 48 号） 

（２）道路法                         （令和 3年 3 月改正 法律第 9 号） 

（３）河川法                       （令和 3年 5 月改正 法律第 31 号） 

（４）建築基準法                      （令和 3年 5 月改正 法律第 44 号） 

（５）電気事業法                       （令和 2年 6 月改正 法律第 49 号） 

（６）電波法                        （令和 3年 3 月改正 法律第 19 号） 

（７）測量法                         （令和元年 6 月改正 法律第 37 号） 

（８）砂防法                        （平成 25 年 11 月改正 法律第 76 号） 

（９）地すべり等防止法                    （ 平成 29 年 6月改正 法律第 45 号） 

（10）砂利採取法                       （平成 27 年 6月改正 法律第 50 号） 

（11）下水道法                           （令和 3年 5 月改正 法律第 31 号） 

（12）軌道法                              （令和 2年 6 月改正 法律第 41 号） 

（13）航空法                              （令和 3年 6 月改正 法律第 65 号） 

（14）水道法                             （令和元年 1 月改正 法律第 37 号） 

（15）環境基本法                               （令和 3年 5 月改正 法律第 36 号） 

（16）水質汚濁防止法                       （平成 29 年 6月改正 法律第 45 号） 

（17）湖沼水質保全特別措置法                  （平成 26 年 6月改正 法律第 72 号） 
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（18）大気汚染防止法                        （令和 4年 6 月改正 法律第 68 号） 

（19）振動規制法                          （令和 4年 6 月改正 法律第 68 号） 

（20）騒音規制法                          （令和 4年 6 月改正 法律第 68 号） 

（21）労働基準法                          （令和 4年 6 月改正 法律第 68 号） 

（22）労働者災害補償保険法                     （令和 4年 6 月改正 法律第 68 号） 

（23）職業安定法                             （令和 4年 6 月改正 法律第 68 号） 

（24）中小企業退職金共済法                     （令和 4年 6 月改正 法律第 68 号） 

（25）下請代金支払遅延等防止法                  （平成 21 年 6月改正 法律第 51 号） 

（26）雇用保険法                              （令和 4年 6 月改正 法律第 68 号） 

（27）作業環境測定法                         （令和 4年 6 月改正 法律第 68 号） 

（28）じん肺法                             （平成 30 年 7月改正 法律第 71 号） 

（29）建設労働者の雇用の改善等に関する法律         （令和 4年 6 月改正 法律第 68 号） 

（30）出入国管理及び難民認定法                  （令和 5年 12 月改正 法律第 84 号） 

（31）道路交通法                            （令和 5年 6 月改正 法律第 63 号） 

（32）道路運送法                           （令和 5年 4 月改正 法律第 18 号） 

（33）道路運送車両法                        （令和 5年 6 月改正 法律第 63 号） 

（34）消防法                               （令和 5年 6 月改正 法律第 58 号） 

（35）毒物及び劇物取締法                      （令和 5年 5 月改正 法律第 36 号） 

（36）火薬類取締法                           （令和 4年 6 月改正 法律第 68 号） 

（37）建設工事公衆災害防止対策要綱              （令和元年 9月国土交通省告示 496 号） 

（38）廃棄物の処理及び清掃に関する法律             （令和 4年 6 月改正 法律第 68 号） 

（39）資源の有効な利用の促進に関する法律            （令和 4年 5 月改正 法律第 46 号） 

（40）文化財保護法                          （令和 4年 6 月改正 法律第 68 号） 

（41）労働安全衛生法                         （令和 4年 6 月改正 法律第 68 号） 

（42）労働安全衛生規則                  （令和 5 年 9 月改正 厚生労働省令第 121 号） 

（43）特定化学物質等障害予防規則           （令和 5年 4 月改正 厚生労働省令第 70 号） 

（44）石綿障害予防規則                 （令和 5年 12 月改正 厚生労働省令第 165 号） 

（45）酸素欠乏症等防止規則                （令和 4年 4 月改正 厚生労働省令第 82 号） 

（46）健康保険法                               （令和 5年 6 月改正 法律第 48 号） 

（47）都市公園法                              （令和 4年 6 月改正 法律第 68 号） 

（48）建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律     （令和 4年 6 月改正 法律第 68 号） 

（49）土壌汚染対策法                        （令和 4年 6 月改正 法律第 68 号） 

（50）公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律   （令和 3年 5 月改正 法律第 37 号） 

（51）千葉県水道事業給水条例                （令和元年 7月改正千葉県条例第 7 号） 

（52）自然環境保全法                   （令和 4年 6 月改正 法律第 68 号） 

（53）自然公園法                           （令和 4年 6 月改正 法律第 68 号） 

（54）国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律   （令和 3年 5 月改正 法律第 36 号） 

（18）大気汚染防止法                        （令和 2年 6 月改正 法律第 39 号） 

（19）振動規制法                         （平成 26 年 6月改正 法律第 72 号） 

（20）騒音規制法                         （平成 26 年 6月改正 法律第 72 号） 

（21）労働基準法                          （令和 2年 3 月改正 法律第 14 号） 

（22）労働者災害補償保険法                     （令和 2年 6 月改正 法律第 40 号） 

（23）職業安定法                             （令和元年 6 月改正 法律第 37 号） 

（24）中小企業退職金共済法                     （令和 2年 6 月改正 法律第 40 号） 

（25）下請代金支払遅延等防止法                  （平成 21 年 6月改正 法律第 51 号） 

（26）雇用保険法                              （令和 3年 6 月改正 法律第 58 号） 

（27）作業環境測定法                         （令和元年 6 月改正 法律第 37 号） 

（28）じん肺法                             （平成 30 年 7月改正 法律第 71 号） 

（29）建設労働者の雇用の改善等に関する法律         （令和 2年 3 月改正 法律第 14 号） 

（30）出入国管理及び難民認定法                  （令和 3年 6 月改正 法律第 69 号） 

（31）道路交通法                            （令和 2年 6 月改正 法律第 52 号） 

（32）道路運送法                           （令和 2年 6 月改正 法律第 36 号） 

（33）道路運送車両法                        （令和 3年 5 月改正 法律第 37 号） 

（34）消防法                               （令和 3年 5 月改正 法律第 36 号） 

（35）毒物及び劇物取締法                     （平成 30 年 6月改正 法律第 66 号） 

（36）火薬類取締法                           （令和元年 6 月改正 法律第 37 号） 

（37）建設工事公衆災害防止対策要綱              （令和元年 9月国土交通省告示 496 号） 

（38）廃棄物の処理及び清掃に関する法律             （令和元年 6 月改正 法律第 37 号） 

（39）資源の有効な利用の促進に関する法律           （平成 26 年 6月改正 法律第 69 号） 

（40）文化財保護法                          （令和 3年 3 月改正 法律第 22 号） 

（41）労働安全衛生法                       （平成 26 年 12 月改正 法律第 82 号） 

（42）労働安全衛生規則                 （令和 3年 12 月改正 厚生労働省令第 188 号） 

（43）特定化学物質等障害予防規則           （令和 2年 4 月改正 厚生労働省令第 89 号） 

（44）石綿障害予防規則                   （令和 3年 5 月改正 厚生労働省令第 96 号） 

（45）酸素欠乏症等防止規則               （平成 30 年 6 月改正 厚生労働省令第 75 号） 

（46）健康保険法                               （令和 4年 1 月改正 法律第 66 号） 

（47）都市公園法                             （平成 29 年 5月改正 法律第 26 号） 

（48）建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律     （令和 3年 5 月改正 法律第 37 号） 

（49）土壌汚染対策法                       （平成 29 年 6月改正 法律第 45 号） 

（50）公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律   （令和 3年 5 月改正 法律第 37 号） 

（51）千葉県水道事業給水条例             （令和 2 年 4 月改正千葉県水道局規定第 5号） 

（52）自然環境保全法                   （平成 31 年 4月改正 法律第 20 号） 

（53）自然公園法                           （令和 3年 5 月改正 法律第 29 号） 

（54）国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律   （令和 3年 5 月改正 法律第 36 号） 
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新 旧 

（55）河川法施行令                            （令和 4年 3 月改正 政令第 167 号） 

（56）技術士法                      （令和 4年 6 月改正 法律第 68 号） 

（57）計量法                             （令和 4年 6 月改正 法律第 68 号） 

（58）厚生年金保険法                             （令和 5年 6 月改正 法律第 53 号） 

（59）最低賃金法                          （令和 4年 6 月改正 法律第 68 号） 

（60）所得税法                      （令和 5年 11 月改正 法律第 79 号） 

（61）著作権法                      （令和 5年 6 月改正 法律第 53 号） 

（62）土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置法 

                                  （令和 4 年 6月改正 法律第 68 号） 

（63）労働保険の保険料の徴収等に関する法律          （令和 4年 6 月改正 法律第 68 号） 

（64）農薬取締法                           （令和 5年 5 月改正 法律第 36 号） 

（65）特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律         （令和 4 年 6月法律第 68 号） 

（66）公共工事の品質確保の促進に関する法律                （令和元年 6月法律第 35 号） 

（67）警備業法                           （令和 5年 6 月改正 法律第 63 号） 

（68）個人情報の保護に関する法律             （令和 5年 11 月改正 法律第 79 号） 

（69）高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律 （令和 5年 6 月改正 法律第 58 号） 

2・3（略） 

 

１．１．５～１．１．９（略） 

 

１．１．１０ 設計図書の照査等 

１（略） 

２．受注者は、施工前及び施工途中において、自らの負担により契約書第 19 条第 1 項第１号から第 5 

号に係る設計図書の照査を行い、該当する事実がある場合は、監督職員にその事実が確認できる資料

を書面により提出し、確認を求めなければならない。なお、確認できる資料とは、現地地形図、設計

図との対比図、取合い図、施工図等を含むものとする。また、受注者は、監督職員から更に詳細な説

明または書面の追加の要求があった場合は従わなければならない。 

ただし、設計図書の照査範囲を超える資料の作成については、契約書第２０条によるものとし、監

督職員からの指示によるものとする。 

３（略） 

１．１．１１ 工事の一時中止 

１・２（略） 

３．前 1 項及び 2 項の場合において、受注者は施工を一時中止する場合は、中止期間中の維持・管理

に関する基本計画書を監督職員を通じて発注者に提出し、協議するものとする。また、受注者は工事

の再開に備え工事現場を保全しなければならない。 

 

１．１．１２～１．１．１８（略） 

（55）河川法施行法                   （令和元年 12 月改正 法律第 183 号） 

（56）技術士法                      （令和元年 6 月改正 法律第 37 号） 

（57）計量法                            （平成 26 年 6月改正 法律第 69 号） 

（58）厚生年金保険法                             （令和 2年 6 月改正 法律第 40 号） 

（59）最低賃金法                         （平成 24 年 4月改正 法律第 28 号） 

（60）所得税法                      （令和 3年 3 月改正 法律第 11 号） 

（61）著作権法                      （令和 2年 6 月改正 法律第 48 号） 

（62）土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置法 

                                  （令和 2 年 6月改正 法律第 42 号） 

（63）労働保険の保険料の徴収等に関する法律          （令和 2年 3 月改正 法律第 14 号） 

（64）農薬取締法                          （令和元年 12 月改正 法律第 62 号） 

（65）特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律        （平成 29 年 5 月法律第 41 号） 

（66）公共工事の品質確保の促進に関する法律                （令和元年 6月法律第 35 号） 

（67）警備業法                           （令和元年 6 月改正 法律第 37 号） 

（68）行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律    （令和元年 6 月改正 法律第 37 号） 

（69）高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律 （令和 2年 6 月改正 法律第 42 号） 

2・3（略） 

 

１．１．５～１．１．９（略） 

 

１．１．１０ 設計図書の照査等 

１（略） 

２．受注者は、施工前及び施工途中において、自らの負担により契約書第 19 条第 1 項第１号から第 5 

号に係る設計図書の照査を行い、該当する事実がある場合は、監督職員にその事実が確認できる資料

を書面により提出し、確認を求めなければならない。なお、確認できる資料とは、現地地形図、設計

図との対比図、取合い図、施工図等を含むものとする。また、受注者は、監督職員から更に詳細な説

明または書面の追加の要求があった場合は従わなければならない。 

 

 

３（略） 

１．１．１１ 工事の一時中止 

１・２（略） 

３．前 1 項及び 2 項の場合において、受注者は施工を一時中止する場合は、中止期間中の維持・管理

に関する基本計画書を監督職員を通じて発注者に提出し、承諾を得るものとする。また、受注者は工

事の再開に備え工事現場を保全しなければならない。 

 

１．１．１２～１．１．１８（略） 
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１．１．１９ 特許権等 

１・２（略） 

３．発注者が、引き渡しを受けた契約の目的物が著作権法（令和 5 年 6 月改正法律第 53 号第 2 条第 1

項第 1 号）に規定される著作物に該当する場合は、当該著作物の著作権は発注者に帰属するものとす

る。なお、前項の規定により出願及び権利等が発注者に帰属する著作物については、発注者はこれを

自由に加除または編集して利用することができる。 

 

１．１．２０ 調査・試験に対する協力 

１・２（略） 

３．（略） 

（１）～（３）（略） 

（４）対象工事の一部について下請契約を締結する場合には、当該下請負工事の受注者（当該下請工事

の一部に係る二次以降の下請負人を含む）が前号と同様の義務を負う旨を定めなければならない。 

４～６（略） 

 

１．１．２１ 保険の付保及び事故の補償 

１・２（略） 

３．受注者は、法定外の労災保険に付さなければならない。 

４．受注者は、雇用者等の業務に関して生じた負傷、疾病、死亡及びその他の事故に対して、責任をも

って適正な補償をしなければならない。 

５．1 件あたりの契約金額が 500 万円以上の建設工事を受注した建設業者は、勤労者退職金共済機構・

建設業退職金共済事業本部の掛金収納書（発注官公庁等用）を貼付した「建設業退職金共済証紙（退

職金ポイント）購入状況報告書」を建設工事契約締結後 1 ヶ月以内に提出し、掛金の収納の確認を受

けなければならない。なお、報告書を期限内に提出できない受注者は、あらかじめその理由及び共済

証紙の購入予定時期を記入した「建設業退職金共済証紙（退職金ポイント）購入状況遅延報告書」を

提出しなければならない。 

 

１．１．２２～１．１．２５（略） 

 

１．２ 工事施工 

 

１．２．１～１．２．４（略） 

 

１．２．５ 施工計画書 

１・２（略） 

３．受注者は、施工計画書の内容に重要な変更が生じた場合（工期や数量等の軽微な変更は除く）には、

その都度、当該工事に着手する前に変更に関する事項について、変更施工計画書を監督職員に提出し

１．１．１９ 特許権等 

１・２（略） 

３．発注者が、引き渡しを受けた契約の目的物が著作権法（平成 26 年法律第 35 号第 2 条第 1 項第 1

号）に規定される著作物に該当する場合は、当該著作物の著作権は発注者に帰属するものとする。な

お、前項の規定により出願及び権利等が発注者に帰属する著作物については、発注者はこれを自由に

加除または編集して利用することができる。 

 

１．１．２０ 調査・試験に対する協力 

１・２（略） 

３．（略） 

（１）～（３）（略） 

（４）対象工事の一部について下請契約を締結する場合には当該下請負工事の受注者（当該下請工事の

一部に係る二次以降の下請負人を含む）が前号と同様の義務を負う旨を定めなければならない。 

４～６（略） 

 

１．１．２１ 保険の付保及び事故の補償 

１・２（略） 

 

３．受注者は、雇用者等の業務に関して生じた負傷、疾病、死亡及びその他の事故に対して、責任をも

って適正な補償をしなければならない。 

４．1 件あたりの契約金額が 500 万円以上の建設工事を受注した建設業者は、勤労者退職金共済機構・

建設業退職金共済事業本部の掛金収納書（発注官公庁等用）を貼付した「建設業退職金共済証紙（退

職金ポイント）購入状況報告書」を建設工事契約締結後 1 ヶ月以内に提出し、掛金の収納の確認を受

けなければならない。なお、報告書を期限内に提出できない受注者は、あらかじめその理由及び共済

証紙の購入予定時期を記入した「建設業退職金共済証紙（退職金ポイント）購入状況遅延報告書」を

提出しなければならない。 

 

１．１．２２～１．１．２５（略） 

 

１．２ 工事施工 

 

１．２．１～１．２．４（略） 

 

１．２．５ 施工計画書 

１・２（略） 

３．受注者は、施工計画書の内容に重要な変更が生じた場合には、その都度、当該工事に着手する前に

変更に関する事項について、変更施工計画書を監督職員に提出しなければならない。 
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なければならない。 

４（略） 

 

１．２．６～１．２．１２（略） 

 

１．２．１３ 施工体制台帳 

１～２（略） 

３．第１項の受注者は、監理技術者、監理技術者補佐、主任技術者（下請負者を含む）及び第 1 項の受

注者の専門技術者（専任している場合のみ）に、工事現場内において、工事名、工期、顔写真、所属

会社名及び社印の入った名札等を着用させなければならない。名札は図１－１を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４（略） 

 

 

１．２．１４ 工事の下請負 

受注者は、下請負に付する場合には、次の各号に掲げる要件を全て満たさなければならない。 

（１）・（２）（略） 

（３）下請負者は、当該下請負工事の施工能力を有すること。なお、下請契約を締結するときは、下請

負に使用される技術者、技能労働者等の賃金、労働時間その他の労働条件、安全衛生その他の労働

環境が適正に整備されるよう、市場における労務の取引価格、保険料等を的確に反映した適正な額

の請負代金及び適正な工期等を定める下請け契約を締結しなければならない。 

 

１．２．１５～１．２．１８（略） 

 

１．２．１９ 施工時期及び施工時間の変更 

１（略） 

２．受注者は、設計図書に施工時間が定められていない場合で、官公庁の休日または夜間に、作業を行

 

４（略） 

 

１．２．６～１．２．１２（略） 

 

１．２．１３ 施工体制台帳 

１～２（略） 

３．第１項の受注者は、監理技術者、監理技術者補佐、主任技術者（下請負者を含む）及び第 1 項の受

注者の専門技術者（専任している場合のみ）に、工事現場内において、工事名、工期、顔写真、所属

会社名及び社印の入った名札等を着用させなければならない。名札は図１－１を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４（略） 

 

 

１．２．１４ 工事の下請負 

受注者は、下請負に付する場合には、次の各号に掲げる要件を全て満たさなければならない。 

（１）・（２）（略） 

（３）下請負者は、当該下請負工事の施工能力を有すること。 

 

 

 

 

１．２．１５～１．２．１８（略） 

 

１．２．１９ 施工時期及び施工時間の変更 

１（略） 

２．受注者は、設計図書に施工時間が定められていない場合で、官公庁の休日または夜間に現道上の工

、監理技術者補佐 



6 
 

新 旧 

うにあたっては、事前にその理由を監督職員に連絡しなければならない。ただし、現道上の工事及び

監督職員が必要と認めた場合には、書面により提出しなければならない。 

３～４（略） 

 

１．２．２０・１．２．２１（略） 

 

１．２．２２ 建設副産物の処理 

１（略） 

２．受注者は、建設発生土及び建設廃棄物（コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊、建設発

生木材、建設汚泥、建設混合廃棄物等）などの建設副産物の取扱いに当たっては、「建設リサイクル推

進計画２０２０」（国土交通省）、「千葉県建設リサイクル推進計画 2016 ガイドライン」、「建設副産物

の処理基準及び再生資材の利用基準」、「建設発生土管理基準」に基づき、建設副産物の適正な処理及

び再生資材の利用を図らなければならない。 

３（略） 

４．受注者は、「千葉県建設リサイクル推進計画 2016 ガイドライン」に基づき、建設資材の利用又は建

設副産物の発生・排出の有無にかかわらず、請負金額 100 万円以上の工事について、「再生資源利用

計画書」及び「再生資源利用促進計画書」を作成し、施工計画書に含め各１部提出しなければならな

い。また、最終請負金額が 100 万円以上の工事について、「再生資源利用実施書」及び「再生資源利

用促進実施書」を作成し、各 1 部提出するとともに、これらの記録を工事完成後一年間保存しておか

なければならない。 

なお、各書類は、特記仕様書等により、「建設副産物情報交換システム（COBRIS）」を利用し適正に

登録・作成しなければならない。 

また、受注者は、法令等に基づき、再生資源利用計画及び再生資源利用促進計画を公衆が見やすい

場所に掲げなければならない。 

５（略） 

 

１．２．２３ ＣＯＲＩＮＳへの登録 

受注者は、受注時または変更時において工事請負代金額が 500 万円以上の工事について、工事実

績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）に基づき、受注・変更・完成・訂正時に工事実績情報として「登録

のための確認のお願い」を作成し監督職員の確認を受けたうえ、受注時は契約後、土曜日、日曜日、

祝日等を除き 10 日以内（フレックス工期契約制度を利用する場合はフレックス着手日から 10 日以

内）に、登録内容の変更時は変更があった日から土曜日、日曜日、祝日等を除き 10 日以内に、完成

時は工事完成後、土曜日、日曜日、祝日等を除き 10 日以内に、訂正時は適宜登録機関に登録申請を

しなければならない。 

登録対象は、工事請負代金 500 万円以上（単価契約の場合は契約総額）の全ての工事とし、受注・

変更・完成・訂正時にそれぞれ登録するものとする。 

なお、変更登録時は、工期、技術者に変更が生じた場合に行うものとし、工事請負代金額のみ変更

事または監督職員が把握していない作業を行うにあたっては、事前に理由を付した書面を監督職員に

提出しなければならない。 

３～４（略） 

 

１．２．２０・１．２．２１（略） 

 

１．２．２２ 建設副産物の処理 

１（略） 

２．受注者は、建設発生土及び建設廃棄物（コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊、建設発

生木材、建設汚泥、建設混合廃棄物等）などの建設副産物の取扱いに当たっては、「千葉県建設リサイ

クル推進計画 2016」、「千葉県建設リサイクル推進計画 2016 ガイドライン」、「建設副産物の処理基準

及び再生資材の利用基準」、「建設発生土管理基準」に基づき、建設副産物の適正な処理及び再生資材

の利用を図らなければならない。 

 

３（略） 

４．受注者は、「千葉県建設リサイクル推進計画 2016 ガイドライン」に基づき、建設資材の利用又は建

設副産物の発生・排出の有無にかかわらず、請負金額 100 万円以上の工事について、「再生資源利用

計画書」及び「再生資源利用促進計画書」を作成し、施工計画書に含め各１部提出しなければならな

い。また、最終請負金額が 100 万円以上の工事について、「再生資源利用実施書」及び「再生資源利

用促進実施書」を作成し、各 1 部提出するとともに、これらの記録を工事完成後一年間保存しておか

なければならない。 

なお、各書類は、特記仕様書等により、別途システムを利用し適正に登録・作成しなければならな

い。 

 

５（略） 

 

１．２．２３ ＣＯＲＩＮＳへの登録 

受注者は、受注時または変更時において工事請負代金額が 500 万円以上の工事について、工事実

績情報サービス（ＣＯＲＩＮＳ）に基づき、受注・変更・完成・訂正時に工事実績情報として「登録

のための確認のお願い」を作成し監督職員の確認を受けたうえ、受注時は契約後、土曜日、日曜日、

祝日等を除き 10 日以内（フレックス工期契約制度を利用する場合はフレックス着手日から 10 日以

内）に、登録内容の変更時は変更があった日から土曜日、日曜日、祝日等を除き 10 日以内に、完成

時は工事完成後、土曜日、日曜日、祝日等を除き 10 日以内に、訂正時は適宜登録機関に登録申請を

しなければならない。 

登録対象は、工事請負代金 500 万円以上（単価契約の場合は契約総額）の全ての工事とし、受注・

変更・完成・訂正時にそれぞれ登録するものとする。 

なお、変更登録時は、工期、技術者に変更が生じた場合に行うものとし、工事請負代金額のみ変更
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の場合は、原則として登録を必要としない。 

また、登録機関発行の「登録内容確認書」が受注者に届いた際には、速やかに監督職員に提示しな

ければならない。なお、変更時と完成時の間が 10 日間（土曜日、日曜日、祝日等を除く）に満たな

い場合は、変更時の登録申請を省略できる。 

 

 

１．２．２４～１．２．２６（略） 

 

１．３ 安全管理 

 

１．３．１ 工事中の安全管理 

１．受注者は、土木工事安全施工技術指針（国土交通大臣官房技術審議官通達、令和 4 年 2 月）、建設

機械施工安全技術指針（国土交通省大臣官房技術調査課長、国土交通省総合政策局建設施工企画課長

通達、平成 17 年 3 月 31 日）及び ＪＩＳ Ａ ８９７２（斜面・法面工事用仮設設備）を参考にし

て、常に工事の安全に留意し現場管理を行い災害の防止を図らなければならない。ただし、これらの

指針は当該工事の契約条項を超えて受注者を拘束するものではない。 

２（略） 

３．受注者は、建設工事公衆災害防止対策要綱（国土交通省 告示第 469 号、令和元年 9 

月 2 日）を遵守して災害の防止を図らなければならない。 

４～19（略） 

20．監督職員が、労働安全衛生法（令和 4年 6 月改正、法律第 68 号）第 30 条第 1 項に規定する措置

を講じるものとして、同条第 2 項の規定に基づき、受注者を指名した場合には、受注者はこれに従う

ものとする。 

21～27（略） 

 

１．３．２（略） 

 

１．３．３ 交通及び保安上の措置 

１．受注者は、供用中の公共道路に係る工事の施工にあたり、交通の安全について、監督職員、道路管

理者及び所轄警察署と打ち合わせを行うとともに、道路標識、区画線及び道路標示に関する命令（令

和 3 年 6 月改正 内閣府・国土交通省令第 2 号）、道路工事現場における標示施設等の設置基準（建

設省道路局長通知 昭和 37 年 8 月 30 日）、道路工事現場における標示施設等の設置基準の一部改正

について（局長通知 平成 18 年 3 月 31 日 国道利 37 号・国道国防第 205 号）、道路工事現場におけ

る工事情報板及び工事説明看板の設置について（国土交通省道路局路政課長 国道・防災課長通知 平

成 18 年 3 月 31 日 国道利 38 号・国道国防第 206 号）及び道路工事保安施設設置基準（令和元年 5 

月 21 日改正 国関整道管第 8 号）に基づき安全対策を講じなければならない。 

 

の場合は、原則として登録を必要としない。 

また、登録機関発行の「登録内容確認書」が受注者に届いた際には、速やかに監督職員に提示しな

ければならない。なお、変更時と完成時の間が 10 日間に満たない場合は、変更時の提示を省略でき

る。 

 

 

１．２．２４～１．２．２６（略） 

 

１．３ 安全管理 

 

１．３．１ 工事中の安全管理 

１．受注者は、土木工事安全施工技術指針（国土交通大臣官房技術審議官通達、令和 2 年 3 月）、建設

機械施工安全技術指針（国土交通省大臣官房技術調査課長、国土交通省総合政策局建設施工企画課長

通達、平成 17 年 3 月 31 日）及び ＪＩＳ Ａ ８９７２（斜面・法面工事用仮設設備）を参考にし

て、常に工事の安全に留意し現場管理を行い災害の防止を図らなければならない。ただし、これらの

指針は当該工事の契約条項を超えて受注者を拘束するものではない。 

２（略） 

３．受注者は、建設工事公衆災害防止対策要綱（建設事務次官通達、平成 5 年 1 月 12 日）を遵守して

災害の防止を図らなければならない。 

４～19（略） 

20．監督職員が、労働安全衛生法（平成 23 年 6 月 24 日、法律第 74 号）第 30 条第 1 項に規定する

措置を講じるものとして、同条第 2 項の規定に基づき、受注者を指名した場合には、受注者はこれに

従うものとする。 

21～27（略） 

 

１．３．２（略） 

 

１．３．３ 交通及び保安上の措置 

１．受注者は、供用中の公共道路に係る工事の施工にあたり、交通の安全について、監督職員、道路管

理者及び所轄警察署と打ち合わせを行うとともに、道路標識、区画線及び道路標示に関する命令（平

成 26 年 5 月 26 日改正 内閣府・国土交通省令第 4 号）、道路工事現場における標示施設等の設置基

準（建設省道路局長通知 昭和 37 年 8 月 30 日）、道路工事現場における標示施設等の設置基準の一

部改正について（局長通知 平成 18 年 3 月 31 日 国道利 37 号・国道国防第 205 号）、道路工事現場

における工事情報板及び工事説明看板の設置について（国土交通省道路局路政課長 国道・防災課長通

知 平成 18 年 3 月 31 日 国道利 38 号・国道国防第 206 号）及び道路工事保安施設設置基準（令和

元年 5 月 21 日改正 国関整道管第 8 号）に基づき安全対策を講じなければならない。 
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１．３．４（略） 

 

１．３．５ 事故防止 

１．受注者は、建設工事公衆災害防止対策要綱（国土交通省 告示第 469 号、令和元年 9月 2 日）に基づ

き、公衆の生命・財産等に危害、迷惑を及ぼさないよう必要な措置を講じなければならない。 

 

１．３．６（略） 

 

１．３．７ 事故時等の報告 

１（略） 

２．受注者は、監督職員から、事故報告書の作成を指示された場合は、千葉県土木工事共通仕様書第１ 

編１ － １ － ３１ 事故報告書により事故報告書を作成しなければならない。なお、発注者から建設

工事事故データベースシステム へ登録するよう指示があった場合、受注者は遅滞なく入力しなければ

ならない。 

 

１．３．８ 環境対策 

１～５（略） 

６（略） 

表 1.2 

機  種 備  考 

一般工事用建設機械 

・バックホウ・トラクタショベル（車輪

式）・ブルドーザ・発動発電機（可搬式）・

空気圧縮機（可搬式）・油圧ユニット（以

下に示す基礎工事用機械のうち、ベースマ

シーンとは別に、独立したディーゼルエン

ジン駆動の油圧ユニットを搭載している

もの；油圧ハンマ、バイブロハンマ、油圧

式鋼管注入・引抜機、油圧式杭圧入・引抜

機、アースオーガ、オールケーシング掘削

機、リバースサーキュレーションドリル、

アースドリル、地下連続壁施工機、全回転

型オールケーシング掘削機）・ロードロー

ラ、タイヤローラ、振動ローラ・ホイール

クレーン 

ディーゼルエンジン（エンジン出力

7.5KW 以上 260KW 以下）を搭載した建設機

械に限る。 

ただし、道路運送車両の安全基準に排出

ガス基準が定められている自動車で、有効

な自動車検査証の交付を受けているもの

は除く。 

 

１．３．４（略） 

 

１．３．５ 事故防止 

１．受注者は、建設工事公衆災害防止対策要綱（建設省事務次官通達、平成 5年 1 月 12 日）に基づき、

公衆の生命・財産等に危害、迷惑を及ぼさないよう必要な措置を講じなければならない。 

 

１．３．６（略） 

 

１．３．７ 事故時等の報告 

１（略） 

２．受注者は、監督職員から、事故報告書の作成を指示された場合は、千葉県土木工事共通仕様書第１ 

編１ － １ － ３０ 事故報告書により事故報告書を作成しなければならない。なお、発注者から下記

Ｓ Ａ Ｓ へ登録するよう指示があった場合、受注者は遅滞なく入力しなければならない。 

 

 

１．３．８ 環境対策 

１～５（略） 

６（略） 

表 1.2 

機  種 備  考 

一般工事用建設機械 

・バックホウ・トラクタショベル（車輪

式）・ブルドーザ・発動発電機（可搬式）・

空気圧縮機（可搬式）・油圧ユニット（以

下に示す基礎工事用機械のうち、ベースマ

シーンとは別に、独立したディーゼルエン

ジン駆動の油圧ユニットを搭載している

もの；油圧ハンマ、バイブロハンマ、油圧

式鋼管注入・引抜機、油圧式杭圧入・引抜

機、アースオーガ、オールケーシング掘削

機、リバースサーキュレーションドリル、

アースドリル、地下連続壁施工機、全回転

型オールケーシング掘削機）・ロードロー

ラ、タイヤローラ、振動ローラ・ホイール

クレーン 

ディーゼルエンジン（エンジン出力 7.5KW

以上 260KW 以下）を搭載した建設機械に限

る。 
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表 1.3 

機  種 備  考 

トンネル工事用建設機械 

・バックホウ 

・トラクタショベル 

・大型ブレーカ 

・コンクリート吹付機 

・ドリルジャンボ 

・ダンプトラック 

・トラックミキサ 

ディーゼルエンジン（エンジン出力

30KW～260KW）を搭載した建設機械に限る。 

 ただし、道路運送車両の保安基準に排出

ガス基準が定められている大型特殊自動

車及び小型特殊自動車以外の自動車の種

別で、有効な自動車検査証の交付を受けて

いるものは除く。 

 

７（略） 

 

８．受注者は、資材、工法、建設機械または目的物の使用にあたっては、事業ごとの特性を踏まえ、必

要とされる強度や耐久性、機能の確保、コスト等に留意しつつ、「国等による環境物品等の調達の推進

等に関する法律（令和 3 年 5月改正、法律第 36 号。「グリーン購入法」という。）」第 10 条の規定に

より定めた「千葉県環境配慮物品調達方針」の対象物品の使用を推進するものとする。 

９・10（略） 

 

１．３．９～１．３．１１（略） 

 

１．４（略） 

 

２．材   料（略） 

 

３．工   事 

３．１・３．２（略） 

 

３．３ 基礎工 

 

３．３．１～３．３．３（略） 

 

３．３．４ 地盤改良工 

１．固結工 

（１）撹拌とは、粉体噴射撹拌、高圧噴射撹拌、スラリー撹拌及び中層混合処理を示すものとする。 

表 1.3 

機  種 備  考 

トンネル工事用建設機械 

・バックホウ 

・トラクタショベル 

・大型ブレーカ 

・コンクリート吹付機 

・ドリルジャンボ 

・ダンプトラック 

・トラックミキサ 

ディーゼルエンジン（エンジン出力

30KW～260KW）を搭載した建設機械に限る。 

 ただし、道路運送車両の保安基準に排出

ガス基準が定められている自動車の種別

で、有効な自動車検査証の交付を受けてい

るものは除く。 

 

 

７（略） 

 

８．受注者は、資材、工法、建設機械または目的物の使用にあたっては、事業ごとの特性を踏まえ、必

要とされる強度や耐久性、機能の確保、コスト等に留意しつつ、「国等による環境物品等の調達の推進

等に関する法律（平成 15 年 7 月改正、法律第 119 号。「グリーン購入法」という。）」第 10 条の規

定により定めた「千葉県環境配慮物品調達方針」の対象物品の使用を推進するものとする。 

９・10（略） 

 

１．３．９～１．３．１１（略） 

 

１．４（略） 

 

２．材   料（略） 

 

３．工   事 

３．１・３．２（略） 

 

３．３ 基礎工 

 

３．３．１～３．３．３（略） 

 

３．３．４ 地盤改良工 

１．固結工 

（１）撹拌とは、粉体噴射撹拌、高圧噴射撹拌及びスラリー撹拌を示すものとする。 
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（２）～（５）（略） 

（６）中層混合処理については以下のとおりとする。 

① 改良材は、セメントまたはセメント系固化材とする。 

なお、土質等によりこれにより難い場合は、監督職員と協議しなければならない。 

② 施工機械は、鉛直方向に撹拌混合が可能な攪拌混合機を用いることとする。 攪拌混合機とは、

アーム部に攪拌翼を有し、プラントからの改良材を攪拌翼を用いて原地盤と攪拌混合すること

で地盤改良を行う機能を有する機械である。 

③ 受注者は、設計図書に示す改良天端高並びに範囲を攪拌混合しなければならない。なお、現

地状況によりこれにより難い場合は、監督職員と協議しなければならない。施工後の改良天端

高については、撹拌及び注入される改良材による盛上りが想定される場合、工事着手前に盛上

り土の処理(利用) 方法について、監督職員と協議しなければならない。 

２（略） 

 

３．４ コンクリート工 

 

３．４．１・３．４．２（略） 

 

３．４．３ 工場の選定 

（１）受注者は、レディーミクストコンクリートを用いる場合には、ＪＩＳマーク表示認証製品を製造

している工場（産業標準化法（令和 4 年 6 月改正法律 68 号）に基づき国に登録された民間の第三者

機関（登録認証機関）により認証を受けた工場で、かつ、コンクリートの製造、施工、試験、検査及

び管理などの技術的業務を実施する能力のある技術者（コンクリート主任技士等）が常駐しており、

配合設計及び品質管理等を適切に実施できる工場（全国生コンクリート品質管理監査会議の策定した

統一監査基準に基づく監査に合格した工場等）を選定し、その製品はＪＩＳ Ａ 5308（レディーミク

ストコンクリート）に適合するものを用いなければならない。これ以外の場合は、本条(3)、(4)項の

規定によるものとする。 

（２）～（５）（略） 

 

３．４．４～３．４．７（略） 

 

３．４．８ 締固め 

１～３（略） 

４．狭隘・過密鉄筋箇所における締固めを確実に実施するため、その鉄筋径・ピッチを踏まえたバイブ

レーターを用いるものとし、その締固め方法（使用器具や施工方法）を施工前に施工計画書に記載し

なければならない。（ただし、建築工事は除く。） 

 

３．４．９～３．４．１３（略） 

（２）～（５）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２（略） 

 

３．４ コンクリート工 

 

３．４．１・３．４．２（略） 

 

３．４．３ 工場の選定 

（１）受注者は、レディーミクストコンクリートを用いる場合には、ＪＩＳマーク表示認証製品を製造

している工場（産業標準化法（平成 30 年 5 月 30 日法律 33 号）に基づき国に登録された民間の第

三者機関（登録認証機関）により認証を受けた工場で、かつ、コンクリートの製造、施工、試験、検

査及び管理などの技術的業務を実施する能力のある技術者（コンクリート主任技士等）が常駐してお

り、配合設計及び品質管理等を適切に実施できる工場（全国品質管理監査会議の策定した統一監査基

準に基づく監査に合格した工場等）を選定し、その製品はＪＩＳ Ａ 5308（レディーミクストコンク

リート）に適合するものを用いなければならない。これ以外の場合は、本条(3)、(4)項の規定による

ものとする。 

（２）～（５）（略） 

 

３．４．４～３．４．７（略） 

 

３．４．８ 締固め 

１～３（略） 

 

 

 

 

３．４．９～３．４．１３（略） 
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３．４．１４ 暑中コンクリート 

１・２（略） 

３．受注者は、暑中コンクリートにおいて、減水剤、ＡＥ減水剤、流動化剤等を使用する場合はＪＩＳ 

Ａrf 6204（コンクリート用化学混和剤）の規格に適合する遅延形のものを使用することが望ましい。

なお、遅延剤を使用する場合には使用したコンクリートの品質を確認し、その使用方法添加量等につ

いて施工計画書に記載しなければならない。 

 

 

４～９（略） 

 

３．４．１５～３．４．１７（略） 

 

３．５（略） 

 

３．６ 鉄筋工 

 

３．６．１～３．６．３（略） 

 

３．６．４ 組立て 

１．（略） 

２．受注者は、図面に定めた位置に、鉄筋を配置し、コンクリート打設中に動かないよう十分堅固に組

み立てなければならない。なお、必要に応じて図面に示されたもの以外の組立用鉄筋等を使用するも

のとする。受注者は、鉄筋の交点の要所を直径 0.8 ㎜以上のなまし鉄線、またはクリップで緊結し、

鉄筋が移動しないようにしなければならない。使用した焼きなまし鉄線、クリップ等はかぶり内に残

してはならない。また、設計図書に特別な組立用架台等が指定されている場合は、それに従うものと

する。 

３～５（略） 

 

 

 

 

 

 

 

３．４．１４ 暑中コンクリート 

１・２（略） 

３．受注者は、暑中コンクリートにおいて、減水剤、ＡＥ減水剤、流動化剤等を使用する場合はＪＩＳ 

Ａrf 6204（コンクリート用化学混和剤）の規格に適合する遅延形のものを使用することが望ましい。

また、遅延剤、流動化剤等を使用する場合は、土木学会 ＪＳＣＥ－Ｄ101 によるものとし、なお、遅

延剤を使用する場合には使用したコンクリートの品質を確認し、その使用方法添加量等について施工

計画書に記載しなければならない。 

４～９（略） 

 

３．４．１５～３．４．１７（略） 

 

３．５（略） 

 

３．６ 鉄筋工 

 

３．６．１～３．６．３（略） 

 

３．６．４ 組立て 

１．（略） 

２．受注者は、図面に定めた位置に、鉄筋を配置し、コンクリート打設中に動かないよう十分堅固に組

み立てなければならない。なお、必要に応じて図面に示されたもの以外の組立用鉄筋等を使用するも

のとする。受注者は、鉄筋の交点の要所を直径 0.8 ㎜以上のなまし鉄線、またはクリップで緊結し、

鉄筋が移動しないようにしなければならない。また、設計図書に特別な組立用架台等が指定されてい

る場合は、それに従うものとする。 

 

 

３～５（略） 
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〇水道工事標準仕様書 

新 旧 

Ⅱ 管 路 工 事 編 

 

４．管路工事 

４．１ 施工一般 

 

４．１．１～４．１．１３（略） 

 

４．１．１４ 管の据付け 

１～８（略） 

９. さや管内にエアミルク等を充填する場合は、全延長にわたり管周囲に均等に施工しなければならな

い。 

 

４．１．１５～４．１．３８（略） 

 

４．２・４．３（略） 

 

５．鋳鉄管製作並びに接合工事（略） 

 

６．鋼管製作並びに接合工事 

６．１～６．３（略） 

 

６．４ 現場塗覆装 

６．４．１（略） 

 

６．４．２ 現場塗覆装 

１．管の外面塗覆装は、次の各号によるものとする。 

（１）管の外面塗覆装は、ＪＩＳ Ｇ 3443-3(水輸送用塗覆装鋼管-第 3 部：外面プラスチック被覆）に

よるものとし、被覆厚さは厚 3.0mm 以上とする。なお、これ以外の塗覆装仕様の場合は設計図書に

よるものとする。 

（２）・（３）（略） 

２（略） 

 

Ⅱ 管 路 工 事 編 

 

４．管路工事 

４．１ 施工一般 

 

４．１．１～４．１．１３（略） 

 

４．１．１４ 管の据付け 

１～８（略） 

９. さや管内に砂等を充填する場合は、全延長にわたり管周囲に均等に施工しなければならない。 

 

 

４．１．１５～４．１．３８（略） 

 

４．２・４．３（略） 

 

５．鋳鉄管製作並びに接合工事（略） 

 

６．鋼管製作並びに接合工事 

６．１～６．３（略） 

 

６．４ 現場塗覆装 

６．４．１（略） 

 

６．４．２ 現場塗覆装 

１．管の外面塗覆装は、次の各号によるものとする。 

（１）管の外面塗覆装は、ＪＩＳ Ｇ 3443-4(水輸送用塗覆装鋼管-第 3 部：外面プラスチック被覆）に

よるものとし、被覆厚さは厚 3.0mm 以上とする。なお、これ以外の塗覆装仕様の場合は設計図書に

よるものとする。 

（２）・（３）（略） 

２（略） 
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〇水道工事標準仕様書 

新 旧 

Ⅳ 電機・通信・機械工事等 

 

１３．共通事項（略） 

 

１４．電気設備工事 

 

１４．１（略） 

 

１４．２ 機器 

 

１４．２．１・１４．２．２（略） 

 

１４．２．３ 受変電設備 

１（略） 

２．高圧用 

（１）（略） 

（２）モールド変圧器 

仕 様 

① 準拠規格 ＪＥＭ 1118、ＪＥＭ 1310、ＪＥＭ 1501、ＪＥＣ 2200、ＪＩＳ Ｃ 4306 

②～④（略） 

（３）～（１３）（略） 

３（略） 

 

１４．２．４～１４．２．１０（略） 

 

１４．３ 材料 

 

１４．３．１ 使用材料 

１．ケーブル及び電線類 

（１）ケーブル、電線及び付属品 

  ①（略） 

  ② 電線の種類及び太さは、特記仕様書によるが、特に記載のない場合は、次のとおりとする。 

イ 高圧ケーブルは、公称断面積 14 ㎟以上の架橋ポリエチレン絶縁耐燃性ポリエチレンシースケ

ーブル（ＣＥ／ＦまたはＣＥＴ／Ｆ）を使用すること。 

Ⅳ 電機・通信・機械工事等 

 

１３．共通事項（略） 

 

１４．電気設備工事 

 

１４．１（略） 

 

１４．２ 機器 

 

１４．２．１・１４．２．２（略） 

 

１４．２．３ 受変電設備 

１（略） 

２．高圧用 

（１）（略） 

（２）モールド変圧器 

仕 様 

① 準拠規格 ＪＥＭ 1118、ＪＥＭ 1310、ＪＥＭ 1483、ＪＥＭ 1501、ＪＥＣ 2200、ＪＩＳ Ｃ 4306 

②～④（略） 

（３）～（１３）（略） 

３（略） 

 

１４．２．４～１４．２．１０（略） 

 

１４．３ 材料 

 

１４．３．１ 使用材料 

１．ケーブル及び電線類 

（１）ケーブル、電線及び付属品 

  ①（略） 

  ② 電線の種類及び太さは、特記仕様書によるが、特に記載のない場合は、次のとおりとする。 

イ 高圧ケーブルは、公称断面積 14 ㎟以上の架橋ポリエチレン絶縁耐燃性ポリエチレンシースケ 
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新 旧 

   

ロ～ホ（略） 

（２）（略） 

 

１５．機械設備工事（略） 

 

１６．計装設備工事 

 

１６．１（略） 

 

１６．２ 機器 

 

１６．２．１（略） 

 

１６．２．２ 計装機器 

１～６（略） 

７．表示機器 

（１）（略） 

（２）指示警報計 

  ①～④（略） 

  ⑤ 警報機能 上下限設定可能なものとすること。 

 

 

 

 

 

 

 

ーブル（ＣＥ／ＦまたはＣＥＴ／Ｆ）を使用すること。 

  ロ～ホ（略） 

（２）（略） 

 

１５．機械設備工事（略） 

 

１６．計装設備工事 

 

１６．１（略） 

 

１６．２ 機器 

 

１６．２．１（略） 

 

１６．２．２ 計装機器 

１～６（略） 

７．表示機器 

（１）（略） 

（２）指示警報計 

  ①～④（略） 

  ⑤ 警報機能 上下限定可能なものとすること。 
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新旧対照表 

〇水道工事標準仕様書 

新 旧 

Ⅴ 工 事 関 係 要 領 等 

 

１７・１８（略） 

 

１９．工事完成図作成要領 

 

１～５（略） 

 

６．記載事項 

（１）・（２）（略） 

（３）平面図 

  ①（略） 

  ②（略） 

   イ・ロ（略） 

   ハ 記入場所 

・ 引出線の記入場所は、道路のコーナー、家屋塀の端の延長線上とすること。 

  ③～⑤（略） 

（４）～（１１）（略） 

  

７．図上の表示 

（１）・（２）（略）  

（３）管種別略称 

・ダクタイル鋳鉄管 Ａ形                       ＡＤＰ 

・    〃    耐震継手（ＮＳ形）内面エポキシ樹脂粉体塗装    ＮＳＤＰ（Ｅ） 

・    〃    耐震継手（ＧＸ形）内面エポキシ樹脂粉体塗装   ＧＸＤＰ（Ｅ） 

・    〃    耐震継手（Ｓ５０形）内面エポキシ樹脂粉体塗装  Ｓ５０ＤＰ（Ｅ） 

 

（４）各種記号 

 

・受水槽 

 

・高架水槽 

 

（５）（略） 

Ⅴ 工 事 関 係 要 領 等 

 

１７・１８（略） 

 

１９．工事完成図作成要領 

 

１～５（略） 

 

６．記載事項 

（１）・（２）（略） 

（３）平面図 

  ①（略） 

  ②（略） 

   イ・ロ（略） 

   ハ 記入場所 

・ 引出線の記入場所は、道路のコーナー、家屋塀の橋の延長線上とすること。 

  ③～⑤（略） 

（４）～（１１）（略） 

 

７．図上の表示 

（１）・（２）（略）  

（３）管種別略称 

・ダクタイル鋳鉄管 Ａ形                       ＡＤＰ 

・    〃    耐震継手（ＮＳ形）内面エポキシ樹脂粉体塗装    ＮＳＤＰ（Ｅ） 

・    〃    耐震継手（ＧＸ形）                ＧＸＤＰ（Ｅ） 

・    〃    耐震継手（Ｓ５０形）              Ｓ５０ＤＰ（Ｅ） 

 

（４）各種記号 

 

・受水槽 

 

・高架水槽 

 

（５）（略） 

ｍ
3
(水槽容量) 

ｍ
3
(水槽容量) 

ｍ
3
(水槽容量) 

ｍ
3
(水槽容量) 
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新 旧 

（６）異形管記号（配管詳細図用） 

 

・ＧＸ形更新連絡管 

通常（Ａタイプ） 

 

・ＧＸ形更新連絡管 

分岐弁９０°回転時 

 

・ＧＸ形更新連絡管 

通常（Ｂタイプ） 

 

・ＧＸ形更新連絡管 

本管側栓設置時（弁体撤去後） 

 

（７）（略） 

 

 

２０．工事記録写真撮影要領 

２０．１ 共通事項 

 １・２（略） 

 ３．工事写真は、「千葉県企業局電子納品運用ガイドライン（案）」の「6.7 工事写真」に基づき撮影

しなければならない。 

４．工事写真は、電子納品を必須とし、工事完成時に監督職員に電子納品するものとする。ただし、

工事の途中であっても、監督職員が請求した場合には速やかに提出しなければならない。 

  

５～８（略） 

 

２０．２（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）異形管記号（配管詳細図用） 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

（７）（略） 

 

 

２０．工事記録写真撮影要領 

２０．１ 共通事項 

 １・２（略） 

 ３．工事写真は、監督職員が指示した場合を除き、原則としてカラー撮影し、その大きさはサービス

版程度とするものとする。 

４．工事写真は、Ａ４版の工事写真帳に整理するものとし、原則として工事完成時に監督職員に１部

提出するものとする。ただし、工事の途中であっても、監督職員が請求した場合には速やかに提

出しなければならない。 

 ５～８（略） 

 

２０．２（略） 
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新 旧 

２１．道路掘削工事現場における標示施設等の設置基準 

（別紙） 

様式１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表参考（略） 

参考（１）（略） 

 

 

 

 

 

 

２１．道路掘削工事現場における標示施設等の設置基準 

（別紙） 

様式１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表参考（略） 

参考（１）（略） 

 

 

 

 

 

 

令和 平成 
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新 旧 

参考（２） 工事中迂回路の表示例（市街部の場合） 

（進行方向に対する標識の設置例を示す） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考（２） 工事中迂回路の表示例（市街部の場合） 

（進行方向に対する標識の設置例を示す） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 平成 
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新 旧 

参考（３） 工事中迂回路の表示例（地方部の場合） 

（進行方向に対する標識の設置例を示す） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考（３） 工事中迂回路の表示例（地方部の場合） 

（進行方向に対する標識の設置例を示す） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 令和 
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新 旧 

（様式１参考） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（様式１参考） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平
成 

平
成 

平
成 

平
成 

令
和 

令
和 

令
和 

令
和 



21 
 

新 旧 

２２．道路工事保安施設設置基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２２．道路工事保安施設設置基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 令和 

平
成 

平
成 

令
和 

令
和 
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新 旧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２３（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２３（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 平成 令和 令和 
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新 旧 

２４．建設工事請負契約書 

 

 

建設工事請負契約書 

 

１．工事名 

 

２．工事場所 

 

３．工   期   自 令和   年   月   日 

 

         至 令和   年   月   日 

 

４．工事を施工しない日 

 

  工事を施工しない時間帯 

［注］工事を施工しない日又は時間帯を定めない場合は削除。 

 

５．請負代金額 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額） 

 

６．契約保証金 

 

７．建設発生土の搬出先等 

 

  建設発生土の搬出先については仕様書に定めるとおり 

［注］この工事に伴い工事現場から建設発生土を搬出する予定である場合は、「建設発生土の搬出先につ

いては仕様書に定めるとおり」と記入する。なお、この工事が資源の有効な利用の促進に関する法律（平

成三年法律第四十八号）の規定により再生資源利用促進計画の作成を要する工事である場合は、受注者

は工事の施工前に発注者に再生資源利用促進計画を提出し、その内容を説明しなければならず、工事の

完成後に発注者から請求があったときは、その実施状況を発注者に報告しなければならない。建設発生

土を搬出しない場合は削除。 

 

８．解体工事に要する費用等 

 

  建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成 12 年法律第 104 号）第 13 条  第１項の規

定に基づく解体工事に要する費用等の記載については、別添様式のとおりとする。 

２４．建設工事請負契約書 

 

 

建設工事請負契約書 

 

１．工事名 

 

２．工事場所 

 

３．工   期   自 令和   年   月   日 

 

         至 令和   年   月   日 

 

４．工事を施工しない日 

 

工事を施工しない時間帯 

［注］ 工事を施工しない日又は時間帯を定めない場合は削除。 

 

５．請負代金額 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額） 

 

６．契約保証金 
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新 旧 

［注］建設リサイクル法の対象建設工事以外の場合は削除。 

 

９．住宅建設瑕疵担保責任保険 

［注］特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律（平成 19 年法律第 66 号）第２条第５項に規

定する特定住宅瑕疵担保責任を履行するため、住宅建設瑕疵担保責任保険に加入する場合は、（1）保険

法人の名称、（2）保険金額、（3）保険期間についてそれぞれ記入する。住宅建設瑕疵担保責任保険の供

託を行う場合は、受注者は、供託所の所在地及び名称、共同請負の場合の建設瑕疵担保割合を記載した

書面を発注者に交付し、説明しなければならない。新築住宅の建築工事以外の場合は削除。 

 

  上記の工事について、発注者と受注者は、各々の対等な立場における合意に基づいて、別添の条項

によって公正な請負契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。 

  また、受注者が共同企業体を結成している場合には、受注者は、契約書記載の工事を共同連帯して

請け負う。 

  本契約の証として本書 通を作成し、発注者及び受注者が記名押印の上、各自１通を保有する。 

 

                     令和   年   月   日 

 

 

発注者  住所 

 

氏名                   印 

 

 

受注者  住所 

 

氏名                   印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の工事について、発注者と受注者は、各々の対等な立場における合意に基づいて、 別添の条項

によって公正な請負契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。 

また、受注者が共同企業体を結成している場合には、受注者は、契約書記載の工事を共 同連帯して

請け負う。 

本契約の証として本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印の上、各自１通を  保有する。 

 

                     令和   年   月   日 

 

 

発注者  住所 

 

氏名                   印 

 

 

受注者  住所 

 

氏名                   印 
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新 旧 

 

 

 

 

 

水道工事標準仕様書 

２０２４年度版 

 

昭和５２年 ４月 １日  初版発行 

昭和５５年１２月 １日  第２版発行 

平成 ２年 ５月 １日  第３版発行 

平成 ７年 ４月 １日  第４版発行 

平成１２年 ７月 １日  第５版発行 

平成１８年 ４月 １日  第６版発行 

平成２７年 ４月 １日  第７版発行 

平成３１年 ４月 １日  第８版発行 

令和 ３年 ４月 １日  第９版発行 

令和 ４年 ４月 １日  第１０版発行 

令和 ５年 ４月 １日  第１１版発行 

令和 ６年 ４月 １日  第１２版発行 

 

 

編集 千葉県企業局 

発行 千葉県企業局 

〒262-8512  千葉市花見川区幕張町５－４１７－２４ 

千葉県企業局幕張庁舎 

 

 
 

 

水道工事標準仕様書 

２０２３年度版 

 

昭和５２年 ４月 １日  初版発行 

昭和５５年１２月 １日  第２版発行 

平成 ２年 ５月 １日  第３版発行 

平成 ７年 ４月 １日  第４版発行 

平成１２年 ７月 １日  第５版発行 

平成１８年 ４月 １日  第６版発行 

平成２７年 ４月 １日  第７版発行 

平成３１年 ４月 １日  第８版発行 

令和 ３年 ４月 １日  第９版発行 

令和 ４年 ４月 １日  第１０版発行 

令和 ５年 ４月 １日  第１１版発行 

 

 

 

編集 千葉県企業局 

発行 千葉県企業局 

〒262-8512  千葉市花見川区幕張町５－４１７－２４ 

千葉県企業局幕張庁舎 

 


